
【公 益 目 的 事 業】

（１）定款第４条第１項第１号 中小企業勤労者等の生活の安定に関する事業

事 業 名 対 象 者

生活安定事業 １　生活資金融資あっせん

申込者資格　年収800万円以下、年齢20歳以上等の勤労者

融資枠　1,000万円（預託金額500万円）

融資あっせん限度額　100万円

融資利率　1.8％　　　償還期間　５年以内

信用保証料　公社負担

２　物品あっせん

さくらんぼ(６月) 350箱、桃(８月) 400箱
ラ・フランス(11月) 150箱、りんご(12月) 200箱
そうめん（7月）300箱、オリーブオイル（7月）300本
新米（10月）300袋、築地お取り寄せ市場（11月～1月）300人

３　百貨店等の指定店

指定店　百貨店5店、専門店25店

４　料金前払式カードの割引販売

(1) クオカード、図書カード 会員

年６回（４月、６月、８月、10月、12月、２月）

１会員各回それぞれ3枚まで、1枚4,500円(一般料金5,000円)

予定数　クオカード 各回2,000枚（総数12,000枚）

　　　　図書カード 各回　700枚（総数 4,200枚）

(2) ジェフグルメカード

年３回　１会員各回１セット

１セット4,000円（一般料金5,000円）

予定数　各回1,000セット（総数3,000セット）

(3) ギフトカード等

年1回　１会員各１枚（セット）

①ユニクロギフトカード　１枚4,000円（一般料金5,000円）

②スターバックスカード　１枚4,000円（一般料金5,000円）

③ミスタードーナツ商品券

　　　　　　　　　　１セット1,500円（一般料金2,000円）

①及び②　 各500枚予定

③　　　　 500セット予定

令  和  ３　年  度  事  業  計  画
（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）

内           容

　臨時に必要とする生活資金の融資を指定金融機関（中央労働金庫
銀座・日本橋両支店）にあっせんするとともに、信用保証料の補助
を行う。

　果物等を産地直送で割引あっせんする。

会員
登録会員
一般勤労者

会員　

　低廉な価格で物品購入等ができる指定店として、百貨店や専門店
と割引利用契約を締結し生活を支援する。

会員
登録会員
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事 業 名 対 象 者

各種制度の １　各種共済制度等の仲介・紹介

普及事業 (1) 独立行政法人勤労者退職金共済機構中小企業退職金共済事業
本部(中退共)や全国労働者共済生活協同組合連合会(こくみん
共済coop)の制度をＰＲし、制度への加入促進を図る。

(2) 団体加入している中央労働金庫の財産形成貯蓄や各種融資制
度をＰＲする。

生活設計事業 １　生活設計相談会の実施

２　生活設計セミナーの実施

１日・募集人数　50人

（２）定款第４条第１項第２号　中小企業勤労者等の健康維持増進に関する事業

事 業 名 対 象 者

健康管理事業 １　人間ドックの利用あっせん

健診医療機関　10施設（区内６施設）

受診料補助　年度内１回

　　　　　　日帰コース12,000円・1泊コース15,000円

　　　　　　予定件数　260件

２　カウンセリングの実施

会員

指定施設　６施設

３　予防接種の費用補助

会員

　接種費用補助　年度内1回/10月～3月　1,000円

　予定件数　1,000件

健康増進事業 １　温浴施設のあっせん

(1) 割引利用券の販売

箱根小涌園ユネッサン　 １会員４枚まで

(2) 割引契約・利用補助

東京お台場大江戸温泉物語、大江戸温泉物語浦安万華郷、
スパリゾートハワイアンズ

(3) 割引契約

浅草ＲＯＸまつり湯他３施設

　インフルエンザの予防接種を受けた会員に補助を行う。

(1)
会員

(2)(3)
会員
登録会員

※利用補助は会
員のみ

　メンタルヘルス対策として、一般社団法人日本産業カウンセラー
協会と契約し、無料（年度内３回まで）又は割引によりカウンセリ
ングを行う。

会員
登録会員

　ファイナンシャルアドバイザーによる資金運用、年金、保険等の
生活設計相談会(事前予約制）を６月及び11月に各１日開催する。

内            容

　低廉な料金で受診できるよう人間ドック健診医療機関と割引受診
契約を締結するとともに、35歳以上の会員に対しては受診料を補助
し、健康管理の促進を図る。

　年金、保険、相続、資産運用等をテーマに生活設計セミナーを10
月に開催する。

内            容

会員
登録会員
一般勤労者

会員
登録会員
一般勤労者
区民
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事 業 名 対 象 者

健康増進事業 ２　スポーツ施設のあっせん

(1) 割引利用券の販売

温水プール等区立スポーツ施設プリペイドカード

（中央区立総合スポーツセンター、月島スポーツプラザ等）

(2) 利用補助

コナミスポーツクラブ、ティップネス

(3) 割引契約・利用補助

ゴルフ場（22施設）

(4) 割引契約

ボウリング場（東京ポートボウル）、乗馬クラブ（クレイン
千葉）

健康啓発事業 １　健康セミナーの実施

２　予防講座の実施

認知症予防講座(４月)　　　　１日・募集人数 40人

健康に関する予防講座(11月)　１日・募集人数 40人

３　健康冊子等の配布

（３）定款第４条第１項第３号　中小企業勤労者等の自己啓発、余暇活動に関する事業

事 業 名 対 象 者

自己啓発事業

(1) 新規就職者講座(４月)

１日・募集人数　50人

(2) パソコン講座　６回(５・６・10・11・１・２月)

各５日間・募集人数　各20人

(3) 上手な話し方セミナー　２回(５・９月)

各５日間・募集人数  各25人

(4) 簿記講座(９～11月)

19日間・募集人数　24人

(5) 手打ちそば教室(12月)　２回

各１日・募集人数  各20人

(6) ペン習字教室(７月)　１回

３日間・募集人数 20人

(7) コーヒースクール(7月)

１日・募集人数 24人

(8) フラワーアレンジメント教室(11月)

１日・募集人数 24人

(3)(4)
会員
登録会員

※利用補助は会
員のみ

会員
登録会員
一般勤労者
区民

(1)～(6)
会員
登録会員
一般勤労者

(1)(2)
会員

　ピラティス(７月)、ボディメンテナンス(10月)、ヨガ(２月)
　各４日間・募集人数　各25人

　区作成の健康に関する冊子やリーフレットを公社窓口で配布す
る。

(7)(8)
会員

内            容

１　講座の開催

内            容
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事 業 名 対 象 者

自己啓発事業 ２　カルチャースクール及び公開講座の受講支援

(1) カルチャースクールの割引契約

①朝日カルチャーセンター、池袋コミュニティ・カレッジ、
　資格の大原
 ②よみうりカルチャー、LEC東京リーガルマインド、エコール
　プチピエ銀座

②会員
登録会員

(2) 公開講座受講料補助

対象講座　　早稲田大学エクステンションセンター八丁堀校の
　　　　　  公開講座

受講料補助　年度内１回・4,000円

受験料補助　年度内２回まで・1回4,000円まで 会員

事 業 名 対 象 者

余暇活動事業

(1) 年間指定宿泊施設　約560施設

割引契約・利用補助

　補助回数　会員・同居家族年度内２泊まで

　補助額 　 １泊につき会員 3,000円・同居家族 1,500円

(2) 冬季指定宿泊施設

割引契約・利用補助

　指定施設  ６施設（予定）

　指定期間　12月1日～３月６日泊

　補助回数　会員・同居家族年度内各２泊まで

　補助額　　１泊につき 会員 3,000円・同居家族 2,000円

(3) 夏季宿泊施設借上

宿泊施設を借り上げ低廉な料金で提供する。

　借上施設　　海８施設　　山７施設

　借上期間　　７月17日泊～８月15日泊　30泊

(1) 割引利用券の販売

東京ドームシティ「得10チケット」　１会員月４冊まで

東武動物公園「法人アトラクションパス」年１回 １会員４枚まで（1,000枚）

(2) 割引契約・利用補助

①年間指定レジャー施設

　東京ディズニーリゾート、よみうりランド他15施設

②夏季・冬季指定レジャー施設

　夏季　プール・海の家9施設（予定）

　冬季　スキー・スケート場17施設（予定）

(3) 割引契約

群馬サファリパーク、さがみ湖リゾート プレジャーフォレスト

(3)
会員
登録会員
一般勤労者
区民

(1)(2)
会員

(3)
会員
登録会員

１　宿泊施設の利用支援

２　遊園施設等の利用支援

内            容

(1)
①会員
登録会員
一般勤労者

(2)
会員

(1)(2)
会員
登録会員

※利用補助は会
員のみ

内            容

３　資格試験受験料補助
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事 業 名 対 象 者

余暇活動事業

会員

(1) ディナークルーズ(７月)　　募集人数　115人

(2) ボウリング大会(９月)　　募集人数　40人

(3) ゴルフ大会(10月)　　募集人数　40人

(4) バスツアー（旅行業者が企画・実施するツアーへの助成事業）　

年４回・募集人数　各86人

潮干狩り（５月）、さくらんぼ狩り（６月）、ぶどう狩り
（９月）、いちご狩り（３月）

５　旅行あっせん(バスツアー）

会員

補助回数　会員・同居家族　年度内各２回まで

補助額　　１回につき会員 3,000円・同居家族 1,500円

（１）～（３）の事業共通

事 業 名 対 象 者

会員

【収 益 事 業 等】

（４）定款第４条第１項第４号　事業掛金負担者の給付に関する事業

事 業 名 対 象 者

給付事業

祝　金：結婚・銀婚・金婚・出産・成人・入学・卒業 会員

弔慰金：会員・配偶者・子・親(父母）

見舞金：入院・障害・住宅災害

予定件数　　1,000件

会員
登録会員
一般勤労者

１　民間福利厚生サービスの活用

　各事業を補完するものとして、インターネット申込も可能な民間
福利厚生サービスを活用する。コンビニエンスストアでの割引映画
鑑賞券の発券、割引宿泊等施設の拡大、子育てや介護の優待サービ
スなど多様なサービスを提供する。
　対象施設　7,000以上
　割引状況　概ね5～20％の割引料金で利用可能

内            容

３　チケットの割引あっせん等

各事業共通

１　給付金の支給

　はとバスが取り扱うバスツアーを利用する会員と同居家族に割
引・補助を行う。

内            容

４　レクリエーション事業

　観劇券、食事券、スポーツ観戦券等　 予定枚数 12,600枚

内            容
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【共 通 事 業】

（５）定款第４条第１項第５号　その他公社の目的を達成するために必要な事業

事 業 名 対 象 者

調査研究事業

情報提供事業

会員
登録会員
一般勤労者

　　発行部数　各回 10,000部

配布先　　全会員、新規加入者、公社・区施設窓口等

　一般社団法人全国中小企業勤労者福祉サービスセンター、東京都
中小企業勤労者福祉サービスセンター協議会等に参加し、中小企業
勤労者福祉に関する研究を行い、今後の事業展開に役立てる。

２　会報紙「レッツ中央」の発行

　事業情報を掲載した会報紙を年10回（８月･２月を除く毎月）発
行する。

　中小企業勤労者福祉に関する各種情報を掲載した2022・2023年度
版の事業案内を、翌年度当初の発行に向けて作成する。
　事業案内は、新規加入者に随時配布するとともに、会員の加入促
進等に活用する。
　　　発行部数　14,000部
　　　配布先　　全会員、登録会員、新規加入者等

　都や区等が発行する中小企業勤労者福祉事業の冊子、パンフレッ
ト等を公社窓口で配布する。

３　入会案内の作成、配布等

　事業案内のポスターを作成し、区掲示板や区施設への掲出により
事業の周知を図る。

　公社の組織や活動についての情報を公開するとともに、入会手
続、チケット等の販売状況など事業全般にかかわる情報を提供す
る。

５　ホームページによる情報の公開・提供

６　情報提供協力事業

　パンフレットやリーフレット、ポスター、チラシを作成し、区内
事業所への戸別配布、新聞折込等により周知を図り、未加入事業所
の加入を促進する。

４　事業案内ポスターの作成

１　事業案内「レッツ中央ガイド」の発行

会員
登録会員
一般勤労者
区民

１　関係団体会議等への出席

内            容
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（単位：千円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

公１：中小企業勤労
者等の生活の安定、
健康維持増進、自己
啓発、余暇活動事
業、その他事業

他１：事業掛金負
担者の給付事業

Ⅰ一般正味財産増減の部

１経常増減の部

  （1）経常収益

基本財産運用益 50 0 0 0 50

基本財産受取利息 50 0 0 0 50

受取会費 29,052 29,408 0 0 58,460

受取入会金 0 260 0 0 260

受取会費 29,052 29,148 0 0 58,200

事業収益 145,713 0 0 0 145,713

生活安定事業収益 89,650 0 0 0 89,650

健康維持増進事業収益 819 0 0 0 819

自己啓発事業収益 1,130 0 0 0 1,130

余暇活動事業収益 54,114 0 0 0 54,114

受取補助金等 72,172 6,790 21,171 0 100,133

受取区補助金 71,811 6,778 21,129 0 99,718

受取補助金等振替額 361 12 42 0 415

雑収益 670 3 0 0 673

受取利息 0 3 0 0 3

雑収益 670 0 0 0 670

　経常収益計 247,657 36,201 21,171 0 305,029

  （2）経常費用

事業費 265,982 26,085 0 0 292,067

役員報酬 2,379 793 0 0 3,172

給料手当 34,114 4,025 0 0 38,139

賞与引当金繰入額 2,145 272 0 0 2,417

福利厚生費 6,275 821 0 0 7,096

旅費交通費 97 0 0 0 97

通信運搬費 308 44 0 0 352

減価償却費　　 361 12 0 0 373

消耗品費 689 47 0 0 736

印刷製本費 7,646 281 0 0 7,927

賃借料 2,924 396 0 0 3,320

保険料 101 4 0 0 105

諸謝金 513 0 0 0 513

支払負担金 20 0 0 0 20

委託費 7,705 95 0 0 7,800

利用補助費 179,239 0 0 0 179,239

保証金助成費 150 0 0 0 150

施設借上費 19,083 0 0 0 19,083

物品あっせん補助費 2,233 0 0 0 2,233

給付金 0 19,000 0 0 19,000

雑費 0 295 0 0 295

令和３年度　収支予算書（損益計算ベース）
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

科　　　目 法人会計
内部取引
等消去

合　計
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公益目的事業会計 収益事業等会計

公１：中小企業勤労
者等の生活の安定、
健康維持増進、自己
啓発、余暇活動事
業、その他事業

他１：事業掛金負
担者の給付事業

管理費 0 0 21,171 0 21,171

役員報酬 0 0 4,761 0 4,761

給料手当 0 0 4,239 0 4,239

賞与引当金繰入額 0 0 429 0 429

福利厚生費 0 0 1,466 0 1,466

費用弁償 0 0 295 0 295

旅費交通費 0 0 88 0 88

通信運搬費 0 0 843 0 843

減価償却費　　 0 0 42 0 42

消耗品費 0 0 523 0 523

印刷製本費 0 0 3,116 0 3,116

賃借料 0 0 857 0 857

保険料 0 0 9 0 9

支払負担金 0 0 115 0 115

委託費 0 0 3,767 0 3,767

雑費 0 0 621 0 621

経常費用計 265,982 26,085 21,171 0 313,238

当期経常増減額 △ 18,325 10,116 0 0 △ 8,209

２経常外増減の部

  （1）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0

  （2）経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 18,325 10,116 0 0 △ 8,209

他会計振替額 4,113 △ 4,113 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 14,212 6,003 0 0 △ 8,209

一般正味財産期首残高 24,265 20,209 2 0 44,476

一般正味財産期末残高 10,053 26,212 2 0 36,267

Ⅱ指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 △ 361 △ 12 △ 42 △ 415

一般正味財産への振替額 △ 361 △ 12 △ 42 △ 415

当期指定正味財産増減額 △ 361 △ 12 △ 42 0 △ 415

指定正味財産期首残高 501,059 32 294 501,385

指定正味財産期末残高 500,698 20 252 0 500,970

Ⅲ正味財産期末残高 510,751 26,232 254 0 537,237

科　　　目 法人会計
内部取引
等消去

合　計
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自 令和３年４月 1日
至 令和４年３月31日

（１）資金調達の見込みについて 　

事業
番号

金   額

公１ 5,000,000円

（２）設備投資の見込みについて

事業
番号

支出又は収入
の予定金額

なし

設備投資の内容 資金調達方法又は取得資産の使途

資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

あり

借入れ先 使     途

中央区
　中小企業に勤務する勤労者に対する
生活資金融資の原資とするため金融機
関へ預託する。

設備投資の予定

借入れの予定

事業年度

9


